
推
進
委
員
と
農
業
委
員
の
現
地
調
査
状
況

11
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生
駒
市
の
現
状
（
農
業
）

■
農
作
物
年
間
販
売
金
額
５
０
万
円
未
満
の
自
給
的
農
業
者
が
約
９
３
％

■
農
業
者
の
平
均
年
齢
は
約
６
７
歳
、
６
０
歳
以
上
が
全
体
の
約
７
３
％

（
20
15
農
林
業
セ
ン
サ
ス
）

12
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支
障
事
例

13


現
場
活
動
す
る
委
員
数
と
区
域

１
５
人
＜
法
律
改
正
前
＞

⇒
７
人
＜
法
律
改
正
後
＞

担
当
区
域
が
２
倍
強
に
拡
大

農
業
委
員
会
の
最
も
重
要
な
必
須
事
務
で
あ
る
「
農
地
等
の
利
用
の
最
適
化

の
推
進
」
に
支
障

■
小
規
模
農
地
が
広
範
囲
に
点
在
し
、
車
が
進
入
で
き
な
い
農
地
も
多
い
た
め
、
法
律

改
正
前
か
ら
現
場
活
動
に
お
け
る
移
動
に
非
常
に
労
力
と
時
間
を
要
し
て
い
た
が
、
よ

り
負
担
が
増
し
た
。

■
担
当
区
域
が
拡
大
し
た
こ
と
で
、
推
進
委
員
の
地
元
で
な
い
集
落
に
お
い
て
、
農
地

の
利
用
状
況
調
査
や
集
落
座
談
会
で
の
話
し
合
い
の
ま
と
め
等
に
苦
慮
し
て
い
る
。
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提
案

14

◆
農
地
面
積
（
ha
）
を
百
で
除
し
て
得
た
数
以
下

＜
農
業
委
員
会
等
に
関
す
る
法
律
第
18
条
第
2項
（
施
行
令
第
8条
）
＞


推
進
委
員
の
定
数
に
つ
い
て
、
地
域
の
実
情
に
応
じ
弾
力
的
に

定
め
る
こ
と
が
可
能
と
な
る
よ
う
、

「
従
う
べ
き
基
準
」
か
ら
「
参
酌
す
べ
き
基
準
」
へ
見
直
す
。
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効
果

15


推
進
委
員
が
担
当
す
る
区
域
の
現
場
活
動
の
負
担
が
軽

減
さ
れ
、
“農
地
等
の
利
用
の
最
適
化
の
推
進
”の
た
め

の
活
動
を
効
率
的
か
つ
効
果
的
に
行
う
こ
と
が
可
能
と

な
る
。

■
遊
休
農
地
の
防
止
・
解
消

■
担
い
手
へ
の
農
地
利
用
集
積
・
集
約
化

■
新
規
参
入
の
促
進

■
集
落
座
談
会
の
運
営

な
ど
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条
例
委
任
す
る
場
合
の
基
準
設
定
の
類
型
 

「
参
酌
す
べ
き
基
準
」
型
 

「
標
準
」
型
 

「
従
う
べ
き
基
準
」
型
 

○
「
参
酌
す
べ
き
基
準
」
と
は
、
十
分
参
照
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
基
準
 

○
「
標
準
」
と
は
、
通
常
よ
る
べ
き
基
準

○
「
従
う
べ
き
基
準
」
と
は
、
必
ず
適
合
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
基
準
 

法
的
効
果
 

○
条
例
の
制
定
に
当
た
っ
て
は
、
法
令
の
「
参

酌
す
べ
き
基
準
」を
十
分
参
照
し
た
上
で
判

断
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

○
条
例
の
内
容
は
、
法
令
の
「
標
準
」
を
標
準

と
す
る
範
囲
内
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

○
条
例
の
内
容
は
、法
令
の「
従
う
べ
き
基
準
」

に
従
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

異
な
る
も
の
を
定
め
る

こ
と
の
許
容
の
程
度
 

法
令
の
「
参
酌
す
べ
き
基
準
」
を
十
分
参
照
し

た
結
果
と
し
て
で
あ
れ
ば
、地
域
の
実
情
に
応

じ
て
、
異
な
る
内
容
を
定
め
る
こ
と
は
許
容
 

法
令
の
「
標
準
」
を
標
準
と
し
つ
つ
、
合
理
的

な
理
由
が
あ
る
範
囲
内
で
、地
域
の
実
情
に
応

じ
た
「
標
準
」
と
異
な
る
内
容
を
定
め
る
こ
と

は
許
容
 

法
令
の
「
従
う
べ
き
基
準
」
と
異
な
る
内
容
を

定
め
る
こ
と
は
許
容
さ
れ
な
い
が
、当
該
基
準

に
従
う
範
囲
内
で
、地
域
の
実
情
に
応
じ
た
内

容
を
定
め
る
こ
と
は
許
容
 

備
 
考
 

「
参
酌
す
る
行
為
」を
行
っ
た
か
ど
う
か
に
つ

い
て
説
明
責
任
（
行
為
規
範
）
 

⇒
「
参
酌
す
る
行
為
」
を
行
わ
な
か
っ
た
場
合

は
違
法
 

「
参
考
と
す
べ
き
基
準
」「
斟
酌
す
べ
き
基
準
」

「
勘
案
す
べ
き
基
準
」「
考
慮
す
べ
き
基
準
」

も
同
じ
 

「
標
準
」と
異
な
る
内
容
に
つ
い
て
説
明
責
任

⇒
合
理
的
な
理
由
が
な
い
場
合
は
違
法

「
準
則
」
も
同
じ
 

「
従
う
べ
き
基
準
」の
範
囲
内
で
あ
る
こ
と
に

つ
い
て
説
明
責
任
 

⇒
基
準
の
範
囲
を
超
え
る
場
合
は
違
法

「
定
め
る
べ
き
基
準
」「
遵
守
す
べ
き
基
準
」

「
適
合
す
べ
き
基
準
」「
よ
る
べ
き
基
準
」
も

同
じ
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都
道
府
県
が
管
理
す
る

国
有
農
地
の

農
耕
貸
付
及
び
売
払
い
時
の

令
和
２
年
７
月
１
５
日
(水
)

千
葉
県

64
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都
道
府
県
が
管
理
す
る
国
有
農
地
等
と
は
？

・
戦
後
の
農
地
改
革
や
開
拓
事
業
に
よ
り
、
国
が
、
自
作
農
創
設
を
目
的
に
取
得
し
た

土
地
、
立
木
、
工
作
物
及
び
権
利

・
現
在
も
売
払
い
な
ど
の
処
分
が
行
わ
れ
ず
管
理
し
て
い
る
国
有
財
産

・
平
成
２
１
年
の
農
地
法
等
の
一
部
改
正
附
則
第
８
条
に
お
い
て
管
理
に
つ
い
て
は
「
な
お
従
前

の
例
に
よ
る
」
と
規
定
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
都
道
府
県
が
管
理
（
法
定
受
託
事
務
）

・
管
理
形
態
は
「
農
耕
貸
付
」
「
転
用
貸
付
」
「
未
貸
付
」
が
あ
る
。

・
国
は
、
す
べ
て
の
国
有
農
地
等
を
早
期
に
処
分
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

①
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買
受
希
望
者
の
耕
作
の
事
業
に
供
す
べ
き
農
地
の
面
積
合
計
が

５
０
ア
ー
ル
以
上
（
北
海
道
は
２
ヘ
ク
タ
ー
ル
以
上
）
で
あ
る
こ
と

（
農
地
法
第
３
条
第
２
項
の
規
定
に
よ
り
同
条
第
１
項
の
許
可
を
す
る
こ
と
が

で
き
な
い
場
合
に
該
当
し
な
い
者
）

国
有
農
地
等
の
農
業
利
用
の
売
払
い

農
耕
借
受
者
・
一
般
県
民
が

取
得
を
希
望
し
て
も
農
地
の
取
得
ほ
ぼ
不
可
能
！②
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国
有
農
地
等
の
農
耕
貸
付

≪
新
規
貸
付
の
条
件
≫

①
そ
の
土
地
が
す
で
に
入
札
に
か
け
ら
れ
て
不
調
と
な
っ
た
こ
と

か
つ

②
借
受
希
望
者
の
耕
作
の
事
業
に
供
す
べ
き
農
地
の
面
積
合
計
が

５
０
ア
ー
ル
以
上
（
北
海
道
は
２
ヘ
ク
タ
ー
ル
以
上
）
で
あ
る
こ
と

一
般
県
民
が
耕
作
を
希
望

貸
付
ほ
ぼ
不
可
能

③
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千
葉
県
の
国
有
農
地
の
状
況

国
有
農
地
全
体

３
，
８
５
０
ア
ー
ル

１
，
３
１
２
筆

平
均
面
積
２
.９
ア
ー
ル

【
令
和
元
年
度
実
績
】

・
処
分
１
６
筆
・
・
・
・
・
・
・
農
地
と
し
て
の
売
払
い
０
件

・
借
受
希
望
２
２
人
・
・
・
新
規
の
農
耕
貸
付
０
件

④

農
耕
貸
付
地

４
６
８
ア
ー
ル

１
２
４
筆

９
４
人
農
耕
借
受
者
の
う
ち

３
０
人
（
３
割
以
上
）

が
取
得
希
望
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農
耕
貸
付

不
法
占
有
、
無
断
転
用

農
地
の
取
得
ほ
ぼ
不
可
能

農
地
を
取
得

不
公
平

⑤

長
年
に
わ
た
り
農
地
と
し
て

適
正
利
用
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国
は
す
べ
て
の
国
有
農
地
等
の
早
期
処
分
を
求
め
て
い
る

国
有
農
地
等
に
限
り

売
払
い
等
の
相
手
方
の

農
地
法
施
行
規
則
第
9
5
条

「
（
そ
の
者
に
よ
る
農
地
に
つ
い
て
の
権
利
の
取
得
が
法
第
3
条
第
2
項
の
規
定
に
よ
り

同
条
第
1
項
の
許
可
を
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
場
合
に
該
当
し
な
い
者
に
限
る
。
）
」

の
削
除
な
ど

現
状
の
ま
ま
だ
と
・
・
・
処
分
は
進
ま
な
い

処
分
の
促
進
未
貸
付
地
の
減
少
管
理
費
用
の
削
減

農
地
保
持
に
よ
る
環
境
や
国
土
の
保
全

⑥
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